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令和７年２月１７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官  

令和６年（ワ）第７０３１２号 発信者情報開示命令の申立てについての決定に対

する異議の訴え事件 

口頭弁論終結日 令和６年１２月１９日 

判       決 5 

原       告      Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株 式 会 社 

同訴訟代理人弁護士      今   井   和   男 

同              山   本   一   生 

                          ほ か 

被       告      株式会社ＥＸｓｔｕｄｉо 10 

同訴訟代理人弁護士      戸   田       泉 

同              角 地 山   宗   行 

同              大   塚       直 

                          ほ か 

主       文 15 

１ 東京地方裁判所令和５年（発チ）第１０１８３号発信者情報開示命令申

立事件について、同裁判所が令和６年６月２０日にした決定を認可する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 20 

１ 東京地方裁判所令和５年（発チ）第１０１８３号発信者情報開示命令申立事

件について、同裁判所が令和６年６月２０日にした決定を取り消す。 

２ 前項の申立事件に係る被告の申立てを却下する。 

第２ 事案の概要 

被告は、氏名不詳者（以下「本件発信者」という。）がいわゆるファイル交25 

換共有ソフトウェアであるＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔを使用して、別紙動画目録記
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載のタイトルに係る動画（以下「本件動画」という。）の複製物である電子デ

ータをアップロードしたことにより、被告の著作権（送信可能化権及び自動公

衆送信権）を侵害したと主張して、電気通信事業等を行う原告に対し、特定電

気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律

（以下「プロバイダ責任制限法」という。）５条１項に基づき、別紙発信者情5 

報目録記載の各情報（以下「本件発信者情報」という。）の開示を求める申立

てをした。 

本件は、原告が、上記申立てを認容した決定に対し、プロバイダ責任制限法

１４条１項に基づき、異議の訴えを提起した事案である。 

１ 前提事実（後掲の各証拠〔以下、枝番の記載は省略する。〕及び弁論の全趣10 

旨により容易に認められる事実をいう。） 

⑴ 当事者 

ア 原告は、電気通信事業等を目的とする株式会社であり、特定電気通信役

務提供者（プロバイダ責任制限法２条３号）に該当する（弁論の全趣旨）。 

イ 被告は、動画の制作、販売等を業とする株式会社である（弁論の全趣旨）。 15 

⑵ 被告が本件動画の著作権を有すること 

被告は、本件動画に係る著作権を有する（乙１、２、１４、弁論の全趣旨）。 

⑶ ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔの仕組み等（乙３、４、弁論の全趣旨） 

ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔとは、インターネット上において、いわゆるＰ２Ｐ

方式でファイルを共有するためのソフトウェアの一つである。ＢｉｔＴｏｒ20 

ｒｅｎｔネットワークにおいては、共有されるデータファイルはトレントフ

ァイルと細分化されたファイル（以下、当該ファイルを「ピース」という。）

に分解され、接続したクライアント間で必要なピースが交換され、最終的に

再び合成される。 

  ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔを利用して対象ファイルを入手する方法は、以下の25 

とおりである。 
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ア トラッカーサイトに接続し、トレントファイルをダウンロードする。 

イ トレントファイルをＢｉｔＴоｒｒｅｎｔに読み込ませ、ファイルの提

供者を管理するトラッカーサーバーに接続し、対象ファイルを保有してい

る他のピア（ネットワークに参加しているコンピュータをいう。以下同じ。）

のＩＰアドレスを取得する。 5 

ウ 入手した上記ＩＰアドレスに基づいて、ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔネットワ

ーク上で他のピアに接続し、対象ファイルの送信要求を行い、当該ピアか

らファイルないしファイルのピースをダウンロードする。 

⑷ 被告による著作権侵害調査（乙４、５、１８、弁論の全趣旨） 

   被告は、原決定に係る申立てに先立ち、株式会社ＨＤＲ（以下「本件調査10 

会社」という。）に依頼して、ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔを使用した本件動画の

著作権侵害に係る調査（以下「本件調査」という。）を実施した。本件調査

は、本件調査会社が開発したＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔ監視システムｖｅｒ２

（以下「本件システム」という。）を用いて行われた。その調査の概要は、

以下のとおりである。 15 

ア ＩＰアドレスの特定について 

本件システムは、前記⑶のような経過によりファイルを実際にダウンロ

ードすることで調査を行うものであり、トラッカーサーバーからピア一覧

を取得した上で、当該通信の相手方がピアであることを確認し（いわゆる

Ｈａｎｄｓｈａｋｅをいう。）、ピースを所持していることを確認したピ20 

アの情報（ＩＰアドレス及びポート番号）をデータベースに記録するもの

である。 

本件システムは、本件調査の結果、別紙動画目録記載のＩＰアドレス、

ポート番号及び発信時刻をデータベースに記録した。 

イ 個別のピースの再生試験について  25 

本件調査会社は、本件システムが接続したピアからダウンロードした
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個々のピースについて、動画として再生可能か否かの再生試験を次の手順

で行った。 

 ダウンロードした侵害動画を複製し、そのバイナリデータを加工して、

対象となるピース及び動画の再生に必要なｆｔｙｐ及びｍооｖを残

し、その余の情報を削除する。 5 

 加工した侵害動画と当該ピースの同一性を、それぞれのバイナリデー

タの数列を比較して確認する。 

 ｆｆｍｐｅｇライブラリと呼ばれるソフトウェアを使用して、ピース

から完全な画像（ｊｐｇ形式）として抽出できる部分（キーフレーム）

を抽出する。 10 

⑸ 原告による本件発信者情報の保有 

原告は、本件発信者情報を保有している（弁論の全趣旨）。 

⑹ 発信者情報開示手続 

東京地方裁判所は、令和６年６月２０日、本件発信者情報の開示を命じる

決定をした（令和５年（発チ）第１０１８３号。甲１）。 15 

⑺ 異議の訴えの提起 

原告は、令和６年７月１９日、上記決定に対する異議の訴えを提起した（当

裁判所に顕著な事実）。 

２ 争点 

⑴ 権利侵害の明白性（争点１） 20 

⑵ 特定電気通信の該当性（争点２） 

第３ 争点に関する当事者の主張 

 １ 争点１（権利侵害の明白性）について 

 （被告の主張） 

  ⑴ 著作物性 25 

    原告は、別紙動画目録記載のＩＰアドレス、ポート番号及び発信時刻で特
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定される各通信（以下「本件通信」という。）によってダウンロードされた

ピースの著作物性が必要である旨主張するが、著作物性が必要なのは本件動

画であってピースではない。そして、この解釈は、著作権（公衆送信権）の

侵害が認められるためには当該ピース自体での再生が可能であることまで

要しないとした旨の知財高判令和５年（ネ）第１００９５号とも整合する。 5 

  ⑵ 調査の正確性 

    意見照会に対し発信者でない旨回答した者は、発信者情報開示請求後の損

害賠償請求から逃れることを意図しているものと思われるから、当該回答を

信用することはできない。 

また、別紙動画目録記載の「発信時刻」は、本件発信者から本件システム10 

に対する最初のピースのアップロードが行われた時刻を指す一方、再生試験

報告書記載の「日時」は、当該ピースをハードディスクへ保存するための書

込みが完了した時刻を指すから、両者が異なったとしても、何ら不自然では

なく、通信が異なることを意味するものではない。 

 （原告の主張） 15 

⑴ 著作物性 

  公衆送信行為及び送信可能化行為の客体は「著作物」である必要があるか

ら、被告が本件通信によってダウンロードしたと主張するピースは、単体で

再生可能で、かつ、本件動画の「表現上の本質的特徴を直接感得できるもの」

でなければならない。しかしながら、被告が提出した再生試験結果報告書を20 

みても、ピースのみで再生が可能であることは立証されていない上、いずれ

も短時間の再生しかされていないから、制作者の個性が表れたものとはいえ

ない。特に、別紙動画目録記載２８の通信に係るピースについては、黒い背

景にタイトルが映し出されているだけの映像であり、ありふれたものにすぎ

ない。 25 

  したがって、本件通信によってダウンロードされたピースは、いずれも著
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作物性がないから、公衆送信権侵害及び送信可能化権侵害が明白であるとは

いえない。 

⑵ 調査の正確性 

  本件通信に係る契約者に対する意見照会の回答（甲２）によれば、同契約

者は、本件動画に係るファイルをアップロードしていない理由を具体的に述5 

べるなどしており、その回答内容は信用できるから、本件システムが発信者

でない者を検知してしまったことを相当程度うかがわせる。 

  また、タイムスタンプ（発信時刻）が異なれば、通信の同一性が不明とな

り、該当する契約者も異なってしまう可能性があるところ、別紙動画目録記

載３７の通信については、再生試験結果報告書記載の日時と、同目録記載の10 

発信時刻が３秒異なるから、通信の同一性が明らかとは到底いえない。 

２ 争点２（特定電気通信の該当性）について 

（被告の主張） 

ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔ上で発信するピアは、不特定の受信ピアからダウンロ

ードのリクエストがあれば、当該受信ピアに対して自動的にピースをアップロ15 

ードする仕組みであるところ、このようなＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔの仕組みに照

らせば、当該アップロードの通信は、「不特定の者によって受信されることを

目的とする」ものであり、特定電気通信（プロバイダ責任制限法２条１号）に

当たる。 

（原告の主張） 20 

本件通信は、本件発信者とされるピアと本件調査会社との間における１対１

の通信であるから、「不特定の者によって受信されることを目的とする」もの

であり、特定電気通信には該当しない。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 争点１（権利侵害の明白性）について 25 

⑴ 権利侵害の明白性 
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プロバイダ責任制限法５条１項は、特定電気通信による情報の流通によっ

て自己の権利を侵害されたとする者は、当該権利の侵害に係る発信者情報の

うち、当該情報の区分により定められた同項各号の該当性に応じて、その開

示を請求することができる旨規定している。同項が、特定電気通信上におい

て匿名で発信された情報の流通により被害を受けた者に対して権利回復の5 

手段を与える一方、発信者のプライバシー、表現の自由及び通信の秘密との

均衡を図る観点から、開示の対象を情報の流通による権利の侵害に係る発信

者情報に限定した趣旨目的に鑑みると、同項にいう権利の侵害とは、侵害情

報の流通によって権利の侵害を直接的にもたらしているものをいうと解す

るのが相当である（最高裁平成３０年（受）第１４１２号令和２年７月２１10 

日第三小法廷判決・民集７４巻４号１４０７頁参照）。 

そして、発信者がＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔを利用して著作物の複製物の一部

を構成するピースを送信した場合、当該ピースを受信する者は、当該ピース

によって初めて上記複製物全体を再生することができるのであるから、上記

発信者は、ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔにおいて上記著作物と同一の複製物全体の15 

再生に必要不可欠な情報を入力するという、上記著作物全体の自動公衆送信

の実現における枢要な行為をしているものといえる。 

そうすると、上記発信者は、上記ピースの流通によって上記著作物全体の

著作権の侵害を直接的にもたらしていると認めるのが相当である（東京地裁

令和６年（ワ）第７０１６６号同年１２月１９日判決参照）。 20 

したがって、発信者においてＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔを利用して送信した情

報が著作物の複製物の一部のみを構成する場合であっても、上記発信者は、

上記著作物全体の侵害を直接的にもたらしていると解するのが相当である。 

これを本件についてみると、前記前提事実並びに証拠（乙７ないし１０、

２１）及び弁論の全趣旨によれば、本件発信者においてＢｉｔＴｏｒｒｅｎ25 

ｔネットワークを利用して送信した個別のピースは、侵害情報である本件動



8 

 

画の複製物の一部を構成することが認められる。そして、証拠（乙８ないし

１０）及び弁論の全趣旨によれば、本件調査会社が受信した本件動画の複製

物に係る情報（本件発信者が送信したピースを含む。）は、本件動画の正規

品のデータと同一であることが認められる。そうすると、本件発信者は、上

記個別のピースの流通によって本件動画全体の著作権の侵害を直接的にも5 

たらしているものといえる。 

以上によれば、本件動画に係る著作権につき、同項にいう権利の侵害がさ

れたことが明らかであると認めるのが相当である。 

⑵  原告の主張に対する判断 

ア 原告は、ピースのみで再生可能であることが立証されていない上、特に10 

別紙動画目録記載２８の通信に係るピースは、ありふれたものにすぎない

から著作物性がない旨主張する。しかしながら、発信者においてＢｉｔＴ

ｏｒｒｅｎｔを利用して送信した情報が著作物の複製物の一部のみを構

成する場合であっても、当該発信者は、当該著作物全体の侵害を直接的に

もたらしていると解されることは、前記⑴において説示したとおりである。15 

そして、前記⑴のとおり、本件調査会社が受信した本件動画の複製物に係

る情報（本件発信者が送信したピースを含む。）は、本件動画の正規品の

データと同一であるから、個々のピースについて本件動画の表現の本質的

な特徴を直接感得することができるか否かを論ずるまでもなく、本件動画

に係る著作権の侵害があったものと認められる。 20 

したがって、原告の主張は、採用することができない。 

イ 原告は、意見照会の回答によれば本件調査の正確性に疑義がある上、特

に別紙動画目録記載３７の通信については、再生試験結果報告書記載の日

時と発信時刻が３秒異なるから、通信の同一性が明らかであるとはいえな

い旨主張する。しかしながら、前記前提事実並びに証拠（乙１３、１７な25 

いし２０）及び弁論の全趣旨によれば、本件システムは、前記前提事実⑶
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のとおり、ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔを利用して対象ファイルを入手する一般

的な仕組みと同様の経過でファイルを実際にダウンロードして調査を行

うものであり、このような過程自体は、一般的なＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔク

ライアントソフトの動作と異なるものではない。その上、接続ピアの情報

をデータベースに記録する過程についても、技術説明用資料（乙１７）に5 

よれば、一通りの説明が詳細にされ、その説明の信用性に疑問を抱かせる

具体的な事情もうかがわれない。これに対し、意見照会の回答（甲２）は、

パソコンを買い替えたのでデータが残っていない、パソコンを探したがフ

ァイルが見つからない、タイムスタンプの日時には外出していたなどとい

うものであり、客観的な裏付けもなく抽象的に述べるにとどまるものであ10 

る。これらの事情を踏まえると、上記回答の内容を十分に考慮しても、本

件調査の結果には信用性があるものと認めるのが相当である。 

  また、前記前提事実並びに証拠（乙２２、２４ないし２８）及び弁論の

全趣旨によれば、本件システムは、ピアからピースを受け取った直後にピ

ースをメモリに格納した時刻を、別紙動画目録記載の「発信時刻」として15 

記録し、ピースのハードディスクへの書き込み終了時刻を、再生試験結果

報告書記載の「日時」として記録したことが認められるところ、ハードデ

ィスクへの書き込み終了までには、他に実行しているタスク等の影響で一

定の時間が掛かり得ることが認められる。そうすると、別紙動画目録記載

３７の通信について、再生試験結果報告書記載の「日時」と「発信時刻」20 

が３秒異なるとしても、同一の通信であると認めるのが相当である。 

したがって、原告の主張は、採用することができない。 

   ウ 原告は、「身に覚えがない」などという意見照会の回答を踏まえれば、

本件発信者には故意又は過失がない旨主張する。しかしながら、上記Ｂｉ

ｔＴｏｒｒｅｎｔの仕組みを踏まえれば、ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔの利用者25 

において本件動画という特定のファイルを求めに応じてアップロードし
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ている以上、その故意がなかったものとは認め難く、そもそも上記Ｂｉｔ

Ｔｏｒｒｅｎｔの仕組みを利用していることからすれば、本件発信者にお

いて過失がないものと認められないことは明らかである。 

     したがって、原告の主張は、採用することができない。 

２ 争点２（特定電気通信の該当性）について 5 

⑴ プロバイダ責任制限法２条１号は、特定電気通信につき、不特定の者によ

って受信されることを目的とする電気通信の送信をいうものと規定してい

る。そして、前記前提事実並びに証拠（乙３、４）及び弁論の全趣旨によれ

ば、ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔの仕組みにおいては、発信者がＢｉｔＴｏｒｒｅ

ｎｔによってその保有するファイルを送信する場合、上記発信者は、その送10 

信の前にトラッカーに接続し、自己のＩＰアドレス等の情報及びファイルの

保有に係る情報をトラッカーに通知した上、ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔを利用し

てトラッカーから上記各情報を取得した不特定の者からの求めに応じ、自動

的に上記ファイルを送信していることが認められる。そうすると、当該送信

の主体である発信者からみて、その保有するファイルの受信者は、不特定の15 

者に該当するから、上記送信に係る電気通信は、同号にいう特定電気通信に

該当するものといえる。 

これを本件通信についてみると、前記前提事実によれば、本件通信は、本

件発信者がＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔによってその保有するファイルを送信し

た場合における通信であって、本件発信者は、ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔを利用20 

する不特定の者からの求めに応じ、その保有するファイルを自動的に送信し

たものと認めるのが相当である。 

したがって、本件通信は、同号にいう特定電気通信に該当するものといえ

る。 

⑵ これに対し、原告は、本件通信が本件発信者と本件調査会社との間の１対25 

１の通信にすぎないから、特定電気通信に当たらない旨主張する。しかしな
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がら、原告の主張は、上記認定に係るＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔによる通信の仕

組み全体を踏まえずに、その仕組みの一部のみを取り出して特定電気通信該

当性を否定するものである。したがって、原告の主張は、特定電気通信上に

おいて匿名で発信された情報の流通により被害を受けた者に対して権利回

復の手段を与えるというプロバイダ責任制限法５条の趣旨目的に照らして5 

も、採用することができない。 

３ 小括 

以上によれば、本件発信者は、別紙動画目録記載の発信時刻において、本件

動画の複製物の一部のファイルを送信することによって、本件動画に係る被告

の自動公衆送信権を直接的にもたらしたものであり、上記にいう権利侵害の明10 

白性を認めるのが相当である。そして、弁論の全趣旨によれば、被告は、本件

発信者に対し、損害賠償請求等を行うことを予定しているから、本件発信者情

報の開示を受けるべき正当な理由がある。 

第５ 結論 

よって、被告による開示命令の申立ては、適法であり、かつ、理由があるか15 

ら、これを認可することとして、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第４０部 

 

 20 

裁判長裁判官 

                      

   中   島   基   至 

 

 25 

裁判官 
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   古   賀   千   尋 

 

 

裁判官 5 

                      

   坂   本   達   也 
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（別紙） 

動画目録 

（省略） 
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（別紙） 

発信者情報目録 

 

別紙動画目録記載の各ＩＰアドレスを、同目録記載の各発信時刻頃に相手方から

割り当てられていた契約者に関する以下の情報。 5 

 ① 氏名又は名称 

 ② 住所 

 ③ 電子メールアドレス（動画目録５、２８） 

                                 以上 
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